
令和７年度後期監査報告書（出資団体監査）措置状況通知

後期監査の結果に基づく措置等の状況通知＜後期監査報告書（令和８年３月１7日）＞

「処理」の実施状況
【Ａ：実施済又は決定済】　　　　基準日までに「処理」を実施したもの、又は実施することを決定したもの　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３３件
【Ｃ：実施しない】　　　　　　　基準日までに何らかの理由により「処理」を実施しないこと（又は実施できないこと）を決定したもの　　　　　　　　　３件

「再発防止策」又は「改善策」の実施状況
【Ａ：実施済又は決定済】　　　　基準日までに「再発防止策」又は「改善策」を実施したもの、又は実施することを決定したもの　　　　　　　　　　　３６件

○出資団体監査

№
部
局
名

所
属
名

団体名
指摘・意
見の対象

監
査
項
目

監査結果

該
当
ペ
ー
ジ

該
当
箇
所

Ⅰ
「処理」

の
実施状況

Ⅱ
「処理」の内容

Ⅲ
「再発防
止策」
又は「改
善策」の
実施状況

Ⅳ
「再発防止策」又は「改善

策」の内容

最
終
回
答
基
準
日

1 産
業
部

産
業
振
興
課

豊田まち
づくり
（株）

豊田まち
づくり
（株）

団体
運営
及び
事業
管理
の状
況

【指摘】
　令和６年３月期から、主に大企業が適用している日本会計基準（Ｊ
ＧＡＡＰ）ではなく、「中小企業の会計に関する指針」を適用してい
る。
　固定資産の減損や資産除去債務の会計処理等が変更となるため、固
定資産管理規程を修正する必要がある。

1
8
頁

1 Ａ：実施
済又は決
定済

　令和８年４月６
日の経営会議（執
行役員会）におい
て、規程の修正案
を上程し、令和８
年３月３１日に
遡って適用するこ
とを、令和７年１
２月４日に決定し
た。

Ａ：実施
済又は決
定済

　令和７年１２月４日の経営
会議（執行役員会）に、計算
書類作成時において「会計方
針の変更に関する注記」を変
更した際は、会計士に確認の
上、規程も併せて変更するこ
とを決定済み。
　また、令和８年３月２４日
に会計士と協議し、令和８年
３月期決算における計算書類
や個別注記等において、特
段、規程の変更を要する事項
はないことを確認した。

令
和
8
年
3
月
3
1
日

2 産
業
部

産
業
振
興
課

豊田まち
づくり
（株）

産業振興
課

団体
運営
及び
事業
管理
の状
況

【意見】
　令和７年９月に他県で大規模な地下駐車場の車両浸水事故が発生し
た。
　会社が所有又は管理している地下駐車場が多数あるため、関係団体
との協議や訓練を実施し、同様の問題が生じないよう対策を講じられ
たい。

1
8
頁

2 Ａ：実施
済又は決
定済

　令和７年１１月
１１日、１８日に
豊田市駅周辺の地
下駐車場に関係す
る団体と「地下駐
車場の大雨・洪水
時の避難確保・浸
水防止計画」の再
確認及び対策の協
議を実施し、令和
８年３月３１日に
同計画を更新し
た。

Ａ：実施
済又は決
定済

　令和８年３月３１日に決定
した「地下駐車場の大雨・洪
水時の避難確保・浸水防止計
画」及び「行動指針」に基づ
き対策を講じるほか、関係団
体と訓練を実施することとし
た。

令
和
8
年
3
月
3
1
日

－ 1 ／10－



令和７年度後期監査報告書（出資団体監査）措置状況通知

№
部
局
名

所
属
名

団体名
指摘・意
見の対象

監
査
項
目

監査結果

該
当
ペ
ー
ジ

該
当
箇
所

Ⅰ
「処理」

の
実施状況

Ⅱ
「処理」の内容

Ⅲ
「再発防
止策」
又は「改
善策」の
実施状況

Ⅳ
「再発防止策」又は「改善

策」の内容

最
終
回
答
基
準
日

3 産
業
部

産
業
振
興
課

豊田市駅
前通り南
開発
（株）

産業振興
課

団体
運営
及び
事業
管理
の状
況

【意見】
　令和７年９月に他県で大規模な地下駐車場の車両浸水事故が発生し
た。
　会社が管理している地下駐車場があるため、関係団体との協議や訓
練を実施し、同様の問題が生じないよう対策を講じられたい。

1
8
頁

1 Ａ：実施
済又は決
定済

　令和７年１１月
１１日、１８日に
豊田市駅周辺の地
下駐車場に関係す
る団体と「地下駐
車場の大雨・洪水
時の避難確保・浸
水防止計画」の再
確認及び対策の協
議を実施し、令和
８年３月３１日に
同計画を更新し
た。

Ａ：実施
済又は決
定済

　令和８年３月３１日に決定
した「地下駐車場の大雨・洪
水時の避難確保・浸水防止計
画」及び「行動指針」に基づ
き対策を講じるほか、関係団
体と訓練を実施することとし
た。

令
和
8
年
3
月
3
1
日

4 産
業
部

産
業
振
興
課

豊田市駅
前通り南
開発
（株）

豊田市駅
前通り南
開発
（株）

会計
処理
及び
帳票
整理
の状
況

【指摘】
　賞与引当金の計上方法において、旧法人税法の規定に基づく繰入限
度相当額を計上するとしているが、実際の支払見込額と支給期間に基
づいて計上する方法に変更する必要がある。

1
9
頁

2 Ａ：実施
済又は決
定済

　令和７年１２月
５日に、令和７年
度決算より引当額
の算出方法を変更
した。
　個別注記表につ
いては令和７年度
決算より漏れのな
いようにすること
を確認した。

Ａ：実施
済又は決
定済

　算出方法については令和８
年２月１７日に、顧問税理士
に確認後、決算仕訳として計
上した。

令
和
8
年
3
月
3
1
日

5 産
業
部

産
業
振
興
課

豊田市駅
前通り南
開発
（株）

豊田市駅
前通り南
開発
（株）

会計
処理
及び
帳票
整理
の状
況

【指摘】
　ビル管理事業及び床賃貸事業に関連して発生する固定資産税（租税
公課）、減価償却費及び修繕費は、売上原価としてビル管理事業原価
及び床賃貸事業原価にそれぞれ計上する必要があるが、固定資産税
（租税公課）及び減価償却費は全て床賃貸事業原価に計上されてお
り、修繕費は販売費及び一般管理費に計上されていた。

1
9
頁

3 Ａ：実施
済又は決
定済

　令和７年１２月
５日に、令和７年
度の仕訳から、内
容に応じて原価に
振替えた。

Ａ：実施
済又は決
定済

　今後は、原価性のあるもの
については、各月の監査で内
容を税理士に相談し、その都
度判断し、計上することとし
た。

令
和
8
年
3
月
3
1
日

6 産
業
部

産
業
振
興
課

豊田市駅
前通り南
開発
（株）

豊田市駅
前通り南
開発
（株）

会計
処理
及び
帳票
整理
の状
況

【指摘】
　投資有価証券として満期保有目的の債券を保有しており、償却原価
法を採用して会計処理を行っているが、計算書類の個別注記表に会計
処理基準に関する記載がなかった。

1
9
頁

4 Ａ：実施
済又は決
定済

 令和７年度決算か
ら個別注記表に記
載することを、令
和７年１２月５日
に決定した。

Ａ：実施
済又は決
定済

　委託先である税理士事務所
での作業後、弊社提出前に、
会計処理基準で確認したうえ
で、提出することに取り決め
た。

令
和
8
年
3
月
3
1
日

－ 2 ／10－
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№
部
局
名

所
属
名

団体名
指摘・意
見の対象

監
査
項
目

監査結果

該
当
ペ
ー
ジ

該
当
箇
所

Ⅰ
「処理」

の
実施状況

Ⅱ
「処理」の内容

Ⅲ
「再発防
止策」
又は「改
善策」の
実施状況

Ⅳ
「再発防止策」又は「改善

策」の内容

最
終
回
答
基
準
日

7 産
業
部

産
業
振
興
課

豊田市駅
前通り南
開発
（株）

豊田市駅
前通り南
開発
（株）

会計
処理
及び
帳票
整理
の状
況

【指摘】
　保有する債券の利息にかかる経過利息（未収利息）を未収入金とし
て計上しているが、一部の債券の未収利息の計算において経過期間の
把握に誤りがあった。

1
9
頁

5 Ａ：実施
済又は決
定済

　令和７年１２月
５日に、令和７年
度決算仕訳より計
算期間等を修正し
た。

Ａ：実施
済又は決
定済

　決算月の前の月（２月）の
監査で、計算方法に間違いが
ないか、税理士に確認しても
らうこととした。

令
和
8
年
3
月
3
1
日

8 産
業
部

産
業
振
興
課

豊田市駅
前通り南
開発
（株）

豊田市駅
前通り南
開発
（株）

会計
処理
及び
帳票
整理
の状
況

【指摘】
　無形固定資産の会計処理において、取得価額１０万円以上２０万円
未満の資産については、法人税法の規定に基づき３年で償却するとし
ているが、令和７年２月に取得したメールセキュリティシステムは５
年で償却していた。

1
9
頁

6 Ａ：実施
済又は決
定済

　令和７年度決算
より、個別注記表
との齟齬がないよ
うに確認すること
を、令和７年１２
月５日に決定し
た。

Ａ：実施
済又は決
定済

　委託先である税理士事務所
での作業後、弊社提出前に、
会計処理基準で確認したうえ
で、提出することに取り決め
た。

令
和
8
年
3
月
3
1
日

9 産
業
部

産
業
振
興
課

豊田市駅
前通り南
開発
（株）

豊田市駅
前通り南
開発
（株）

会計
処理
及び
帳票
整理
の状
況

【指摘】
　消費税の修正申告により還付を受けた法人税の会計処理において、
損益計算書の法人税等の内訳で開示する必要があるが、前期損益修正
益として会計処理していた。
　また、令和７年５月に県民税、同年７月に市民税の還付を受けてお
り、法人税と同様に法人税等の内訳で開示する必要があるが、いずれ
も前期損益修正益で会計処理されていた。

1
9
頁

7 Ａ：実施
済又は決
定済

　令和７年度決算
より表示区分に注
意し適切に処理す
ることを令和７年
１２月５日に決定
した。

Ａ：実施
済又は決
定済

　委託先である税理士事務所
での作業後、弊社提出前に、
会計処理基準で確認したうえ
で、提出することに取り決め
た。

令
和
8
年
3
月
3
1
日

10 産
業
部

産
業
振
興
課

豊田市駅
前通り南
開発
（株）

豊田市駅
前通り南
開発
（株）

決算
書類
の作
成及
び表
示方
法

【指摘】
　販売費及び一般管理費の明細において、税務申告書用に作成してい
るが、附属明細書としては作成されていなかった。

2
0
頁

8 Ａ：実施
済又は決
定済

　令和７年度より
付属明細書に追記
することにした。
令和７年１２月５
日に決定した。

Ａ：実施
済又は決
定済

　委託先である税理士事務所
での作業後、弊社提出前に、
会計処理基準で確認したうえ
で、提出することに取り決め
た。

令
和
8
年
3
月
3
1
日

－ 3 ／10－



令和７年度後期監査報告書（出資団体監査）措置状況通知

№
部
局
名

所
属
名

団体名
指摘・意
見の対象

監
査
項
目

監査結果

該
当
ペ
ー
ジ

該
当
箇
所

Ⅰ
「処理」

の
実施状況

Ⅱ
「処理」の内容

Ⅲ
「再発防
止策」
又は「改
善策」の
実施状況

Ⅳ
「再発防止策」又は「改善

策」の内容

最
終
回
答
基
準
日

11 産
業
部

産
業
振
興
課

豊田市駅
東開発
（株）

豊田市駅
東開発
（株）

団体
運営
及び
事業
管理
の状
況

【指摘】
　取締役５者、取締役が代表となっている法人又は組合２者との利益
相反取引において、計７者の合計額で承認していたが、取締役ごとに
異なる人格を持つため、それぞれの取引金額で承認する必要がある。
　なお、決議をする際に利害関係者が退席していなかったが、心理的
圧力等を受ける可能性があるため、一時退席されたい。

2
0
頁

1 Ａ：実施
済又は決
定済

　次回議題となる
令和８年６月取締
役会より実施する
ことを、令和８年
１月８日に決定し
た。

Ａ：実施
済又は決
定済

　令和８年６月実施の取締役
会の議題から取締役ごとの取
引金額で提案し決議の際は利
害関係者を一旦退席させるこ
とを令和８年１月８日に決定
済み。

令
和
8
年
3
月
3
1
日

12 産
業
部

産
業
振
興
課

豊田市駅
東開発
（株）

豊田市駅
東開発
（株）

団体
運営
及び
事業
管理
の状
況

【指摘】
　令和４年３月２４日付けの後期監査報告書において、「取締役会に
ついて、令和２年２月の第１３１回取締役会以降、令和３年９月の第
１３９回取締役会まで欠席が続いている役員がいた。」という指摘が
あり、代表者との意思疎通を継続し、新型コロナウイルス感染症の収
束後は通常業務へ回帰するという措置を決定している。
　しかし、今回の監査において措置の実施状況を確認したところ、令
和７年８月の第１５９回取締役会まで引き続き欠席していた（令和４
年６月の第１４３回取締役会を除く。）。

2
0
頁

2 Ａ：実施
済又は決
定済

　当該取締役につ
いて、令和８年６
月株主総会により
退任の方向で検討
することを、令和
８年１月８日に決
定した。

Ａ：実施
済又は決
定済

　令和８年６月実施の株主総
会から取締役会への長期欠席
となる取締役については株主
総会により改選することとし
た。

令
和
8
年
3
月
3
1
日

13 産
業
部

産
業
振
興
課

豊田市駅
東開発
（株）

産業振興
課

団体
運営
及び
事業
管理
の状
況

【意見】
　令和７年９月に他県で大規模な地下駐車場の車両浸水事故が発生し
た。
　会社が管理している地下駐車場があるため、関係団体との協議や訓
練を実施し、同様の問題が生じないよう対策を講じられたい。

2
0
頁

3 Ａ：実施
済又は決
定済

　令和７年１１月
１１日、１８日に
豊田市駅周辺の地
下駐車場に関係す
る団体と「地下駐
車場の大雨・洪水
時の避難確保・浸
水防止計画」の再
確認及び対策の協
議を実施し、令和
８年３月３１日に
同計画を更新し
た。

Ａ：実施
済又は決
定済

　令和８年３月３１日に決定
した「地下駐車場の大雨・洪
水時の避難確保・浸水防止計
画」及び「行動指針」に基づ
き対策を講じるほか、関係団
体と訓練を実施することとし
た。

令
和
8
年
3
月
3
1
日

14 産
業
部

産
業
振
興
課

豊田市駅
東開発
（株）

豊田市駅
東開発
（株）

会計
処理
及び
帳票
整理
の状
況

【指摘】
　テナント賃料収入及び業務受託収入に対応して発生する固定資産税
（租税公課）、減価償却費及び修繕費は、売上原価として計上する必
要があるが、販売費及び一般管理費に含めて計上されていた。

2
1
頁

4 Ａ：実施
済又は決
定済

　令和８年４月度
から導入すること
を、令和８年１月
８日に決定した。

Ａ：実施
済又は決
定済

　令和７年度決算資料及び令
和８年４月以降の月次資料及
び決算資料において、当該勘
定科目を原価別に切り分ける
ことを令和８年１月８日に決
定済み。

令
和
8
年
3
月
3
1
日

－ 4 ／10－



令和７年度後期監査報告書（出資団体監査）措置状況通知

№
部
局
名

所
属
名

団体名
指摘・意
見の対象

監
査
項
目

監査結果

該
当
ペ
ー
ジ

該
当
箇
所

Ⅰ
「処理」

の
実施状況

Ⅱ
「処理」の内容

Ⅲ
「再発防
止策」
又は「改
善策」の
実施状況

Ⅳ
「再発防止策」又は「改善

策」の内容

最
終
回
答
基
準
日

15 産
業
部

産
業
振
興
課

豊田市駅
東開発
（株）

豊田市駅
東開発
（株）

財産
管理
状況

【指摘】
　金種表において、現金の過不足が発生していたが、違算報告が適切
になされていなかった。
　現金過不足報告書等を作成し、適切に処理する必要がある。

2
1
頁

5 Ａ：実施
済又は決
定済

　令和８年１月か
ら現金過不足報告
書の作成及び実施
することを、令和
７年１２月２５日
に決定した。

Ａ：実施
済又は決
定済

　令和８年１月から現金の過
不足が発生した場合に書面で
記録に残すことを令和７年１
２月２５日に決定し、令和８
年１月から実施している。

令
和
8
年
3
月
3
1
日

16 産
業
部

産
業
振
興
課

豊田市駅
東開発
（株）

豊田市駅
東開発
（株）

財産
管理
状況

【意見】
　経理管理規程第１２条第２項において、月度ごとに取引金融機関の
口座ごと、預金通帳によりその残高を照合・確認しなければならない
とされている。月末に通帳残高と試算表残高のチェックは実施してい
るものの、証跡が残されていなかった。
　照合・確認を実施した証跡を残されたい。

2
1
頁

6 Ａ：実施
済又は決
定済

　令和７年１０月
実施の令和７年９
月度の預金通帳照
合時から証跡の記
入を開始すること
を、令和７年１０
月１４日に決定し
た。

Ａ：実施
済又は決
定済

　令和７年１０月実施の令和
７年９月度の預金通帳残高と
試算表残高の一致を確認した
際に預金通帳の月末残高の隣
にレ点を記入することを、令
和７年１０月１４日から実施
している。

令
和
8
年
3
月
3
1
日

17 産
業
部

産
業
振
興
課

豊田市駅
東開発
（株）

豊田市駅
東開発
（株）

財産
管理
状況

【意見】
　経理管理規程において、固定資産の実査に係る規定がなく、器具備
品等の固定資産であっても実査は行われていなかった。
　固定資産の実査について経理管理規程に記載し、実施されたい。

2
1
頁

7 Ａ：実施
済又は決
定済

　令和８年３月か
ら固定資産の実査
を実施開始するこ
とを、令和７年１
２月１日に決定し
た。

Ａ：実施
済又は決
定済

　令和８年３月から固定資産
帳簿資料と施設内設備、物品
等の照合を実施している。

令
和
8
年
3
月
3
1
日

18 産
業
部

産
業
振
興
課

豊田市駅
東開発
（株）

豊田市駅
東開発
（株）

決算
書類
の作
成及
び表
示方
法

【指摘】
　令和４年３月２４日付けの後期監査報告書において、「計算書類に
係る附属明細書は会社法第４３５条第２項及び会社計算規則第１１７
条で作成が義務付けられているが、以下の明細書が作成されていな
かった。①有形固定資産及び無形固定資産の明細②引当金の明細」と
いう指摘があり、令和３年度の決算時から追加書類として作成すると
いう措置を決定している。
　しかし、今回の監査において措置の実施状況を確認したところ、当
該書類が作成されていなかった。

2
2
1
頁

8 Ａ：実施
済又は決
定済

　当該不足書類を
作成することを、
令和７年１２月１
日に決定した。

Ａ：実施
済又は決
定済

　「①有形固定資産及び無形
固定資産の明細」及び「②引
当金の明細」を追加書類とし
て作成し、監査書類と共に残
すことを令和７年１２月１日
に決定済み。

令
和
8
年
3
月
3
1
日

－ 5 ／10－



令和７年度後期監査報告書（出資団体監査）措置状況通知

№
部
局
名

所
属
名

団体名
指摘・意
見の対象

監
査
項
目

監査結果

該
当
ペ
ー
ジ

該
当
箇
所

Ⅰ
「処理」

の
実施状況

Ⅱ
「処理」の内容

Ⅲ
「再発防
止策」
又は「改
善策」の
実施状況

Ⅳ
「再発防止策」又は「改善

策」の内容

最
終
回
答
基
準
日

19 産
業
部

産
業
振
興
課

豊田市駅
東開発
（株）

豊田市駅
東開発
（株）

決算
書類
の作
成及
び表
示方
法

【意見】
　損益計算書において、売上原価を支払賃料と当期原価の勘定科目で
計上している。
　当該費目を売上原価として計上する場合は、売上高との対応関係を
明確にするため、テナント賃貸原価、業務受託原価等の名称とされた
い。

2
1
頁

9 Ａ：実施
済又は決
定済

　令和８年４月度
から導入すること
を、令和８年１月
８日に決定した。

Ａ：実施
済又は決
定済

　令和８年４月以降の月次資
料及び決算資料よりテナント
賃料収入に対応する原価には
テナント賃料原価、業務受託
収入に対応する原価には業務
受託原価名称を使用すること
を、令和８年３月１６日に決
定済み。

令
和
8
年
3
月
3
1
日

20 産
業
部

産
業
振
興
課

豊田市駅
前開発
（株）

豊田市駅
前開発
（株）

団体
運営
及び
事業
管理
の状
況

【指摘】
　取締役６者との利益相反取引において、６者の合計額で承認してい
たが、取締役ごとに異なる人格を持つため、それぞれの取引金額で承
認する必要がある。
　なお、決議をする際に利害関係者が退席していなかったが、心理的
圧力等を受ける可能性があるため、一時退席されたい。

2
2
頁

1 Ａ：実施
済又は決
定済

　毎年５月の取締
役会において、対
象となる取締役ご
との取引金額で、
利益相反取引の承
認議決を行う。加
えて、決議におい
ては、利害関係者
のある取締役は退
席することを、令
和７年１２月９日
に決定した。

Ａ：実施
済又は決
定済

　総務事務責任者は、利益相
反取引の承認が行われる際、
会社法第３５６条及び第３６
５条の趣旨の正しい理解と、
取締役会の意思決定における
独立性・透明性を損ねるリス
クへの配慮が十分であるか確
認し、所定の手続を行うこと
を、令和７年１２月９日に決
定済み。

令
和
8
年
3
月
3
1
日

21 産
業
部

産
業
振
興
課

豊田市駅
前開発
（株）

豊田市駅
前開発
（株）

団体
運営
及び
事業
管理
の状
況

【指摘】
　貸借対照表の有形固定資産に有形固定リース資産が計上されている
が、経理規程に記載されていなかった。

2
2
頁

2 Ａ：実施
済又は決
定済

　令和８年２月１
８日の取締役会に
おいて、経理規程
の変更を行い、固
定資産の種類へ
「有形リース資
産」項目を追加
し、有形リース資
産の償却方法を記
載した。

Ａ：実施
済又は決
定済

　経理事務責任者は、新たに
計上する科目が発生した場
合、規程どおり実務が行われ
ているかを確認し、規程の変
更が必要であれば所定の手続
を行うことを、令和７年１２
月９日に決定済み。

令
和
8
年
3
月
3
1
日

22 産
業
部

産
業
振
興
課

豊田市駅
前開発
（株）

豊田市駅
前開発
（株）

団体
運営
及び
事業
管理
の状
況

【指摘】
　満期保有目的の債券を保有しているが、経理規程に記載されていな
かった。

2
2
頁

3 Ａ：実施
済又は決
定済

　令和８年２月１
８日の取締役会に
おいて、経理規程
に満期保有目的の
債券について追加
した。

Ａ：実施
済又は決
定済

　経理事務責任者は、関係法
令等を随時確認し、規程の変
更が必要であれば所定の手続
を行うことを、令和７年１２
月９日に決定済み。

令
和
8
年
3
月
3
1
日

－ 6 ／10－



令和７年度後期監査報告書（出資団体監査）措置状況通知

№
部
局
名

所
属
名

団体名
指摘・意
見の対象

監
査
項
目

監査結果

該
当
ペ
ー
ジ

該
当
箇
所

Ⅰ
「処理」

の
実施状況

Ⅱ
「処理」の内容

Ⅲ
「再発防
止策」
又は「改
善策」の
実施状況

Ⅳ
「再発防止策」又は「改善

策」の内容

最
終
回
答
基
準
日

23 産
業
部

産
業
振
興
課

豊田市駅
前開発
（株）

産業振興
課

団体
運営
及び
事業
管理
の状
況

【意見】
　令和７年９月に他県で大規模な地下駐車場の車両浸水事故が発生し
た。
　会社が管理している地下駐車場があるため、関係団体との協議や訓
練を実施し、同様の問題が生じないよう対策を講じられたい。

2
2
頁

4 Ａ：実施
済又は決
定済

　令和７年１１月
１１日、１８日に
豊田市駅周辺の地
下駐車場に関係す
る団体と「地下駐
車場の大雨・洪水
時の避難確保・浸
水防止計画」の再
確認及び対策の協
議を実施し、令和
８年３月３１日に
同計画を更新し
た。

Ａ：実施
済又は決
定済

　令和８年３月３１日に決定
した「地下駐車場の大雨・洪
水時の避難確保・浸水防止計
画」及び「行動指針」に基づ
き対策を講じるほか、関係団
体と訓練を実施することとし
た。

令
和
8
年
3
月
3
1
日

24 産
業
部

産
業
振
興
課

豊田市駅
前開発
（株）

豊田市駅
前開発
（株）

会計
処理
及び
帳票
整理
の状
況

【指摘】
　賞与引当金において、翌事業年度の６月に支給される賞与のうち、
１２月から３月分に対応する分を当事業年度の費用として計上する必
要があるが、計上されていなかった。

2
2
頁

5 Ａ：実施
済又は決
定済

　令和８年２月１
８日の取締役会に
おいて、経理規程
に、「従業員に支
給する賞与のう
ち、当該会計年度
の負担に属すべき
額を見積り、賞与
引当金として計上
する。」を追記し
た。

Ａ：実施
済又は決
定済

　経理事務責任者は、決算期
において、当事業年度へ含め
る費用であるかを確認するこ
とを、令和７年１２月９日に
決定済み。

令
和
8
年
3
月
3
1
日

25 産
業
部

産
業
振
興
課

豊田市駅
前開発
（株）

豊田市駅
前開発
（株）

会計
処理
及び
帳票
整理
の状
況

【指摘】
　賞与引当金の算定において、賞与引当金見合いの法定福利費が計上
されていなかった。

2
2
頁

6 Ａ：実施
済又は決
定済

　令和７年度の決
算から、賞与引当
金見合いの法定福
利費を計上するこ
とを令和７年１２
月９日に決定し
た。

Ａ：実施
済又は決
定済

　経理事務責任者は、決算期
において、当事業年度へ含め
る費用であるかを確認するこ
とを令和７年１２月９日に決
定済み。

令
和
8
年
3
月
3
1
日

26 産
業
部

産
業
振
興
課

豊田市駅
前開発
（株）

豊田市駅
前開発
（株）

会計
処理
及び
帳票
整理
の状
況

【指摘】
　ビル管理事業及び床賃貸事業に関連して発生する固定資産税（租税
公課）、減価償却費及び修繕費は、売上原価としてビル管理事業原価
及び床賃貸事業原価にそれぞれ計上する必要があるが、販売費及び一
般管理費に含めて計上されていた。

2
2
頁

7 Ａ：実施
済又は決
定済

　令和７年度につ
いては、９月決算
まで取締役会で承
認済みのため、令
和８年度の決算か
ら床賃貸事業原価
に計上すること
を、令和７年１２
月９日に決定し
た。

Ａ：実施
済又は決
定済

　経理事務責任者は、決算期
において、各費用の性質に見
合った計上がされているかを
確認することを令和７年１２
月９日に決定済み。

令
和
8
年
3
月
3
1
日

－ 7 ／10－



令和７年度後期監査報告書（出資団体監査）措置状況通知

№
部
局
名

所
属
名

団体名
指摘・意
見の対象

監
査
項
目

監査結果

該
当
ペ
ー
ジ

該
当
箇
所

Ⅰ
「処理」

の
実施状況

Ⅱ
「処理」の内容

Ⅲ
「再発防
止策」
又は「改
善策」の
実施状況

Ⅳ
「再発防止策」又は「改善

策」の内容

最
終
回
答
基
準
日

27 産
業
部

産
業
振
興
課

豊田市駅
前開発
（株）

豊田市駅
前開発
（株）

会計
処理
及び
帳票
整理
の状
況

【指摘】
　満期まで保有する前提で債券を購入しているが、その意思表示が明
確ではなかった。
　債券購入の際に稟議書に明記する等、意思表示を明らかにする必要
がある。

2
3
頁

8 Ａ：実施
済又は決
定済

　満期保有目的の
債券を購入する際
は、決定書に「当
該債券は、満期保
有目的で取得し、
満期まで保有す
る。」と記載し、
その保有目的を明
らかにすることを
令和７年１２月９
日に決定した。

Ａ：実施
済又は決
定済

　経理事務責任者は、債券を
購入する際は、その保有目的
を決定書へ明確に記載されて
いるかを確認することを、令
和７年１２月９日に決定済
み。

令
和
8
年
3
月
3
1
日

28 産
業
部

産
業
振
興
課

豊田市駅
前開発
（株）

豊田市駅
前開発
（株）

決算
書類
の作
成及
び表
示方
法

【指摘】
　有価証券の評価基準及び評価方法において、満期保有目的の債券の
みを保有しているため、個別注記表に償却原価法（定額法）と記載す
る必要があるが、移動平均法に基づく原価法と記載されていた。

2
3
頁

9 Ａ：実施
済又は決
定済

　令和７年度の決
算から、個別注記
表に、満期保有目
的の債券について
償却方法を記載す
ることを、令和７
年１２月９日に決
定した。

Ａ：実施
済又は決
定済

　経理事務責任者は、決算期
において、個別注記表の表記
が正しくされているかを確認
することを、令和７年１２月
９日に決定済み。

令
和
8
年
3
月
3
1
日

29 魅
力
創
造
部

観
光
誘
客
推
進
課

（一社）
ツーリズ
ムとよた

（一社）
ツーリズ
ムとよた

団体
運営
及び
事業
管理
の状
況

【指摘】
　投資有価証券を保有しており、財務諸表に対する注記には有価証券
の評価基準及び評価方法が記載されているが、会計規則には勘定科
目、会計方針が記載されていなかった。

2
3
頁

1 Ａ：実施
済又は決
定済

　令和７年１２月
１５日の理事会で
会計規則におい
て、有価証券に関
する会計方針と勘
定科目の記載を行
う改正が承認され
た。

Ａ：実施
済又は決
定済

　令和７年１２月１５日の会
計規則の改正内容に則り、業
務を行う。

令
和
8
年
3
月
3
1
日

30 魅
力
創
造
部

観
光
誘
客
推
進
課

（一社）
ツーリズ
ムとよた

（一社）
ツーリズ
ムとよた

会計
処理
及び
帳票
整理
の状
況

【指摘】
　賞与引当金の算定において、賞与引当金見合いの法定福利費が計上
されていなかった。

2
3
頁

2 Ａ：実施
済又は決
定済

　令和７年度決算
から賞与に係る法
定福利費も引当金
に含めて計上す
る。

Ａ：実施
済又は決
定済

　令和８年３月３１日に決算
処理として、法定福利費も含
めて賞与引当金に計上する。
　国及び市からの通知等の把
握に努め、会計基準に沿った
適切な会計処理を行う。

令
和
8
年
3
月
3
1
日

－ 8 ／10－



令和７年度後期監査報告書（出資団体監査）措置状況通知

№
部
局
名

所
属
名

団体名
指摘・意
見の対象

監
査
項
目

監査結果

該
当
ペ
ー
ジ

該
当
箇
所

Ⅰ
「処理」

の
実施状況

Ⅱ
「処理」の内容

Ⅲ
「再発防
止策」
又は「改
善策」の
実施状況

Ⅳ
「再発防止策」又は「改善

策」の内容

最
終
回
答
基
準
日

31 魅
力
創
造
部

観
光
誘
客
推
進
課

（一社）
ツーリズ
ムとよた

（一社）
ツーリズ
ムとよた

財産
管理
状況

【意見】
　現金出納帳にて入出金と現金有高の管理を行っているが、会計規則
には現金の管理に関する記載がなかった。
　管理ルールを会計規則に明記した上で、金種表を作成し、現金有高
を確認されたい。

2
3
頁

3 Ａ：実施
済又は決
定済

　令和７年１２月
１５日の理事会
で、会計規則を改
正し、現金の管理
に関する規定を追
加し承認された。
　令和８年３月３
１日に金種表を用
いた現金有高の
チェックを実施し
た。

Ａ：実施
済又は決
定済

　令和７年１２月１５日の会
計規則の改正内容に則り業務
を行う。また、毎年度末に金
種表を用いた現金有高の
チェックを行う。

令
和
8
年
3
月
3
1
日

32 魅
力
創
造
部

観
光
誘
客
推
進
課

（一社）
ツーリズ
ムとよた

（一社）
ツーリズ
ムとよた

資産
運用
及び
経費
節減
の状
況

【意見】
　基金の多くが決済用預金で運用されている。
　運用利率が上昇してきたため、定期預金や国債等で運用することを
検討されたい。

2
4
頁

4 Ａ：実施
済又は決
定済

　基金に関する運
用方法や内部ルー
ルの見直しを行
う。一定額の範囲
内で、定期預金化
するなど、運用見
直しの具体の方法
について、令和８
年度に実施される
理事会に提案する
ことを決定した。

Ａ：実施
済又は決
定済

　基金活用の方向性や運用方
法変更のプロセスについて
は、事業計画、収支予算等と
ともに基金の運用について理
事会へ提案し、承認を求める
こととした。

令
和
8
年
3
月
3
1
日

33 教
育
部

保
健
給
食
課

（公財）
豊田市学
校給食協
会

（公財）
豊田市学
校給食協
会

団体
運営
及び
事業
管理
の状
況

【意見】
　従来から紙の契約書を用いているが、市を始め電子契約に移行して
いる団体が増えている。
　契約の安全性等を考慮する必要はあるが、事務処理の軽減や印紙税
の節約の面からも電子契約を推進されたい。

2
4
頁

1 Ｃ：実施
しない

　令和７年度契約
分は今後予定して
いない。また、こ
れまでに契約した
ものについては、
処理を遡ることは
できないため、実
施しないことを令
和７年１２月９日
に決定した。

Ａ：実施
済又は決
定済

　令和８年度においては、電
子契約導入の詳細（予算・
サービス選定・費用対効果・
安全性など）を市と事前協議
ができていないため、令和９
年度から導入する方針を令和
７年１２月９日に決定した。

令
和
8
年
3
月
3
1
日

34 教
育
部

保
健
給
食
課

（公財）
豊田市学
校給食協
会

（公財）
豊田市学
校給食協
会

会計
処理
及び
帳票
整理
の状
況

【指摘】
　賞与引当金の算定において、賞与引当金見合いの法定福利費が計上
されていなかった。

2
4
頁

2 Ｃ：実施
しない

　令和６年度決算
が確定しているた
め、修正しないこ
とを令和７年１２
月９日に決定し
た。

Ａ：実施
済又は決
定済

　令和８年３月３１日に決算
処理として、法定福利費も含
めて賞与引当金を計上する。
　国及び市からの通知等の情
報把握に努めるとともに会計
基準に沿った会計処理を行
う。

令
和
8
年
3
月
3
1
日

－ 9 ／10－



令和７年度後期監査報告書（出資団体監査）措置状況通知

№
部
局
名

所
属
名

団体名
指摘・意
見の対象

監
査
項
目

監査結果

該
当
ペ
ー
ジ

該
当
箇
所

Ⅰ
「処理」

の
実施状況

Ⅱ
「処理」の内容

Ⅲ
「再発防
止策」
又は「改
善策」の
実施状況

Ⅳ
「再発防止策」又は「改善

策」の内容

最
終
回
答
基
準
日

35 教
育
部

保
健
給
食
課

（公財）
豊田市学
校給食協
会

（公財）
豊田市学
校給食協
会

会計
処理
及び
帳票
整理
の状
況

【指摘】
　会計規則第９条において、協会の会計処理に必要な勘定科目は理事
長が別に定めるとされているが、定められていなかった。

2
4
頁

3 Ａ：実施
済又は決
定済

　令和７年１２月
９日に規則とは別
に定める方針を決
定した。

Ａ：実施
済又は決
定済

　公益法人会計基準等と会計
システム内の科目を再確認す
るとともに、理事長の別の定
めを整理した上で、令和８年
２月１日付けで定めた。

令
和
8
年
3
月
3
1
日

36 教
育
部

保
健
給
食
課

（公財）
豊田市学
校給食協
会

（公財）
豊田市学
校給食協
会

会計
処理
及び
帳票
整理
の状
況

【指摘】
　令和７年２月２８日に作成された支出伝票において、会計システム
に登録した日付が令和７年２月２６日となっていた。

2
4
頁

4 Ｃ：実施
しない

　令和６年度決算
が確定しているた
め、修正しないこ
とを令和７年１２
月９日に決定し
た。

Ａ：実施
済又は決
定済

　伝票入力後、帳票を印刷
し、伝票を見てシステム内の
全項目を漏れなくチェック
(項目にはレ点チェック)を入
力者と確認者により行う。あ
わせて別の帳票の残高チェッ
ク時にも日付に相違がないこ
とを確認する。これらを令和
７年１２月９日に決定し実施
済み。

令
和
8
年
3
月
3
1
日

－ 10 ／10－


